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１．人口の将来推計について

合計特殊出生率の仮定値

総人口の推移（試算値）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」をもとに、国土交通省国土計画局作成。
（注１）中位推計収束型とは、中位推計に用いている合計特殊出生率と足下の統計値との乖離が、２０３０年にかけて収束すると仮定したもの。
（注2）中間推計収束型とは、中位推計収束型と低位推計収束型の中間値。なお、低位推計収束型とは、低位推計に用いている合計特殊出生率と足下の統計値との乖離
が、２０３０年にかけて収束すると仮定したもの。

1-1. 総人口の将来推計（国土交通省国土計画局試算値）
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1-4-1.圏域別転入（転出）超過数の状況
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（出典）総務省「住民基本台帳移動報告」を元に、国土交通省国土計画局作成。

（注）各圏域の構成は以下のとおり。

東北圏…青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県 首都圏…茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

北陸圏…富山県、石川県、福井県 中部圏…長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 近畿圏…滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国圏…鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 四国圏…徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州圏…福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 ５



1-4-2. 圏域別転入（転出）超過数の状況（首都圏を除く）
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中部圏

沖縄

北陸圏

四国圏

中国圏

北海道

近畿圏

九州圏

東北圏

<2005年>

６

（出典）総務省「住民基本台帳移動報告」を元に、国土交通省国土計画局作成。

（注）各圏域の構成は以下のとおり。

東北圏…青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県 北陸圏…富山県、石川県、福井県 中部圏…長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

近畿圏…滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 中国圏…鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 四国圏…徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州圏…福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県



1-5. 圏域別将来推計人口（国土交通省 国土計画局 暫定値）

2005年国勢調査1％抽出速報集計結果を用いずに、独自に補正した人口を使って機械的に推
計した国土交通省国土計画局の暫定値である。今後、10月末公表予定の2005年国勢調査
「基本集計」結果及び年内公表予定の社会保障人口問題研究所による新しい「日本の将来推
計人口」を踏まえて、再推計を行う予定である。

(単位：万人）

2000年 人口 1,229 4,132 1,699 313 2,086 773 415 1,345 12,693 1,162 2,012 1,189

人口 1,207 4,237 1,722 311 2,089 768 409 1,335 12,776 1,154 2,032 1,176

（対2000年比） -1.9% 2.5% 1.3% -0.8% 0.2% -0.7% -1.6% -0.7% 0.7% -0.1% 0.1% -0.1%

人口 1,170 4,300 1,710 300 2,070 750 400 1,310 12,700 1,130 2,010 1,150

対2005年比 -2.7% 1.4% -0.6% -2.4% -1.0% -2.1% -2.6% -1.6% -0.6% -1.9% -0.9% -2.3%

人口 1,090 4,330 1,650 280 1,990 710 370 1,250 12,320 1,070 1,930 1,070

対2005年比 -9.6% 2.1% -4.1% -8.9% -4.9% -8.1% -9.7% -6.2% -3.6% -7.5% -4.8% -8.6%

人口 1,190 4,240 1,720 310 2,080 760 400 1,320 12,700 1,140 2,020 1,160

対2005年比 -1.5% 0.0% -0.3% -1.2% -0.4% -1.3% -1.9% -1.0% -0.6% -1.0% -0.5% -1.5%

人口 1,140 4,130 1,670 290 2,020 730 380 1,280 12,320 1,100 1,960 1,110

対2005年比 -5.7% -2.5% -3.0% -5.1% -3.2% -5.4% -6.9% -4.1% -3.6% -4.4% -3.3% -5.9%

直近トレンド型
（2000-2005
純移動率
固定型）

純移動率
ゼロ型

2010年

2020年

2010年

2020年

実績
2005年

全国四国圏 九州圏中部圏 北陸圏 近畿圏 中国圏東北圏 首都圏
北関東
磐越5県

中部圏
＋
北陸圏

中国圏
＋

四国圏

（注１）「直近トレンド型」とは、都道府県間の人口純移動率を直近（2000-2005年）の係数で固定した場合の計数であり、「純移動率ゼロ型」とは、都道府県間の人純移動
率を今後一定してゼロに固定した場合の計数。

（注２）推計人口は、出生率を中位推計収束型（社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成14年3月推計）における中位推計に用いている合計特殊出生率と
足下の統計値との乖離が、２０３０年にかけて収束すると仮定したもの）として推計した総人口に、一致させている。

（注３）実績以外の人口については、単位を10万人としている。また、比率は実数を元に算出したものである。
７



1-6. 総人口及び都道府県別人口（2005年10月1日現在）の補正方法

（注１）純移動率<住民基本台帳ベース>（1995→2000）及び（2000→2005）については、総務省「住民基本台帳人口」、社会保障人口問題研究所「都道府県別将来推計人口」（平成9年5月
推計）及び同（平成14年3月推計）を用いて算出。純移動率<国勢調査ベース>（ 1995→2000 ）については、同（平成14年3月推計）における純移動率を使用。

（注２）生残率については、社会保障人口問題研究所「都道府県別将来推計人口（平成14年3月推計）」における生残率（2000～2005）を使用。

（注３）0-4歳人口については、厚生労働省「人口動態統計」及び総務省「人口推計年報 平成16年10月1日現在推計人口」を用いて算出。 ８

国勢調査
「要計表による人口」<2005>

（男女別・総数）

【理論値】国勢調査<2005>
男女別・各歳別人口

人口推計月報
<2005.10.1確定値>
（男女別・5歳階級別）

国勢調査<2000>
（男女別・各歳別）

【理論値】国勢調査<2005>
男女別・5歳階級別人口

純移動率
<住民基本台帳ベース>
（1995→2000）

純移動率
<国勢調査ベース>
（1995→2000）

補正係数
純移動率

<住民基本台帳ベース>
（2000→2005）

【理論値】純移動率
<国勢調査ベース>
（2000→2005）

生残率

国勢調査<2000>
（都道府県別・男女別・

5歳階級別）【理論値】国勢調査<2005>
（都道府県別・男女別・

5歳階級別）

各歳に按分

－

総人口 都道府県別人口

5歳階級に按分

ここに、住民基本台帳と
国勢調査との
　・　統計作成時期の差
　・　対象の差
　・　調査の性格の差
等が含まれるものと仮定

2005.10.1現在人口（暫定値）として使用

＋

＋

×

内訳を調整

国勢調査
「要計表による人口」<2005>
（男女別・都道府県別総数）

合計を調整



２．団塊世代等の移住・二地域居住等促進に向けた取組み状況

2-1. 団塊世代の地域分布

現在三大都市圏に約３５０万人が定住している団塊世代が、今後大量に定年を迎える予定（２００７年～）。

［団塊世代の都道府県別分布］

（ 注 ）団塊世代：1947～49年生 （団塊の世代構成比5.3%）
（出典）平成１２年国勢調査をもとに国土交通省国土計画局作成

0 10 20 30 40 50

札幌市

仙台市

千葉市

東京23区

横浜市

川崎市

名古屋市

京都市

大阪市

神戸市

広島市

北九州市

福岡市

［13大都市における団塊世代の人口］

（ 注 ）団塊の世代（1947～49年生）
（出典）平成１２年国勢調査をもとに国土交通省国土計画局作成

［団塊世代の人口分布］

（ 注 ）団塊の世代（1947～49年生）
（出典）「平成17年版 経済財政白書」より

万人

50万人以上

25万人以上50万人未満

10万人以上25万人未満

5万人以上10万人未満

5万人未満

46万人

40万人

63万人
38万人

50万人

34万人

10万人

12万人15万人

8万人

31万人

東京圏
（埼玉、千葉、東京、神奈川）

名古屋圏
（岐阜、愛知、三重）

関西圏
（京都、大阪、兵庫、奈良）

団塊世代人口 183万人 60万人 105万人

団塊世代構成比 5.5% 5.5% 5.7%

９



2-2. 都市住民の定住・二地域居住に対する願望

16.3

25 .7

35 .4

40 .3

0 20 40 60

定住：女性

定住：男性

二地域居住：女性

二地域居住：男性

28.7

41.4

45.5

35.8
33.3

36.2

30.3

17.0 15.8

28.5

20.0

13.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 総数

（％）

二地域居住の願望がある

定住の願望がある

３７．６

２０．６

28.7

41.4

45.5

35.8
33.3

36.2

30.3

17.0 15.8

28.5

20.0

13.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 総数

（％）

二地域居住の願望がある

定住の願望がある

３７．６

２０．６

定住、二地域居住の願望の有無（年代別）定住、二地域居住の願望の有無（男女別）
（願望を持っている割合）

（出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」（平成18年2月18日公表）をもとに、国土交通省国土計画局作成。

（注）１．二地域居住、定住の願望は、「都市地域」の居住している者９７５人に聞いたもの。
２．数字は、「願望がある」「願望がどちらかといえばある」の合計の値。
３．「二地域居住」とは、平日は都市部で生活し，週末は農山漁村地域で生活するといった二地域での居住すること。

１０



2-3. 定住・二地域居住の阻害要因

定住 二地域居住

医療機関（施設）の整備

農山漁村地域の居住に必要な家屋、
土地を安く手に入手できること

居住地の決定に必要な情報全般を
入手できること

就業に関する情報を入手できること

買い物、娯楽などの生活施設の整備

時間的に余裕があること

農山漁村地域の魅力がわかるような
情報に接すること

家族の理解・同意

医療機関（施設）の整備

農山漁村地域の居住に必要な家屋、
土地を安く手に入手できること

家族の理解・同意

空き家などの仲介・あっせん

希望者が何かと相談できるサポート体制

その他

特にない

わからない

居住地を決定する前の体験ツアー
のようなお試し滞在体験

農山漁村地域に移動する
ための交通手段の整備

近所の干渉がなくプライバシー
が保てる環境

農山漁村地域の魅力がわかるような
情報に接すること

その他

特にない

わからない

農山漁村地域に移動する
ための交通手段の整備

近所の干渉がなくプライバシー
が保てる環境

空き家などの仲介・あっせん

希望者が何かと相談できるサポート体制

居住地を決定する前の体験ツアー
のようなお試し滞在体験

買い物、娯楽などの生活施設の整備

居住地の決定に必要な情報全般を
入手できること

（出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」（平成18年2月18日公表）
（注）１．対象者は、二地域居住・定住の願望を持っている者
２．二地域居住、定住の願望は、「都市地域」の居住している者９７５人に聞いたもの。
３．「二地域居住」とは、平日は都市部で生活し，週末は農山漁村地域で生活するといった二地域での居住すること。 １１



2-4. 都道府県による団塊世代の移住・二地域居住等促進への取組み状況

【【北海道北海道】】
北海道：北の大地への移住促進事業

【【東北東北】】
青森県：あおもりツーリズム団塊ダッシュ事業
岩手県：いわてへの移住促進事業
宮城県：グリーンツーリズム促進事業
秋田県：Ａターン促進パッケージ事業
山形県：観光キャンペーン推進事業
福島県：ふくしま定住・二地域居住

拡大プロジェクト
新潟県：新・にいがた人応援事業

【【北陸北陸】】
富山県：「ときどき富山県民」推進事業
石川県：ＵＩターンの促進事業
福井県：「新ふくい人」誘致促進事業

【【首都圏首都圏】】
茨城県：魅力あるライフスタイル発信事業
群馬県：山村回帰支援事業
埼玉県：新規就農者確保・育成事業
千葉県：定住促進支援センター機能整備事業
山梨県：ニューライフステージやまなし推進事業

【【四国四国】】
香川県：団塊世代誘客対策事業
愛媛県：移住促進型観光推進事業
高知県：南国土佐への移住促進事業

【【中国中国】】
島根県：島根暮らしＵＩターン支援事業
岡山県：ふるさと回帰促進事業
広島県：交流・定住促進事業
山口県：団塊の世代ＵＪＩターン対策事業

【【中部中部】】
岐阜県：グリーン・ツーリズム定着支援事業
三重県：よみがえれ！農村集落元気増進事業

【【近畿近畿】】
滋賀県：都市農村交流対策事業
京都府：農あるライフスタイル

実現プロジェクト推進事業
兵庫県：多自然居住推進事業
奈良県：ゆとり満喫ならスローライフ情報発信事業
和歌山県：和歌山田舎暮らし事業

【【九州九州】】
佐賀県：“ネクストステージを佐賀県で”

人材誘致総合情報発信事業

長崎県：ながさき田舎暮らし
総合プロモーション（促進）事業

大分県：「住んでよし」大分暮らし支援事業
宮崎県：宮崎へ、来んね、住まんね、お誘い事業
鹿児島県：ふるさと人材確保事業

（出典）都道府県平成１８年度当初予算より国土交通省国土計画局作成
※紹介例については、「団塊世代」をターゲットにした取組みと記載あるもののうち国土計画局において
把握できたもの

※事業名については、都道府県平成１８年当初予算におけるもの
※下線部は、平成１８年度新規予算 １２



2-5. 自治体による首都圏での移住・二地域居住等促進のためのワンストップ窓口

設置状況

自治体名 目的 開設日 設置場所

１．福島県

２００７年度に大量定年を向かえ
る団塊の世代をターゲットに、他
地域に先駆けてＰＲを強化し、定
住・二地域居住・交流人口を増大
させるため。

２００６年

４月

２００６年

６月

２００６年

７月

東京都銀座

ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援セン
ター内

２．山梨県
団塊の世代の県内移住を促し、
首都圏に近い条件を活かし二地
域居住についても推進するため。

東京都日本橋

富士の国やまなし館内

３．岩手県
首都圏在住の団塊の世代の県
内移住を促すため。

東京都銀座

いわて銀河プラザ内

（注）国土交通省において把握できたもの

１３



2-6. 自治体における「移住による経済波及効果」の試算

自治体名 経済波及効果
医療費等の

公的負担
推計期間

約１，２００億円
（約５５億円）

２００７年

↓

２０３６年

２００７年

↓

２０３６年

２００７年

↓

２０３６年

約１５０億円

約３３０億円

前提条件

１．北海道
（）内は、最初の３
年間だけの効果

約５，７００億円
（約８００億円）

２００７年～２００９年の３年間で

計３０００世帯（毎年１０００世帯）

高齢者無職世帯が６０歳で移住する
（平均余命（６０歳時点）男性：22.21年、女性：27.47年）

２．和歌山県 約７３０億円

２００７年～２００９年の３年間で

計５００世帯（１０００人）の

無職の団塊の世代が６０歳で移住する
（平均余命（６０歳時点）男性：22.17年、女性：27.47年）

３．岩手県 約５，６００億円

２００７年～２０１６年の１０年間で

計５,０００世帯（１万人）が移住する
（６０歳で移住し、８５歳で死亡（２６年間居住））

※１ 県・市町村公的負担分のみ試算

※１

（参考）和歌山県による調査

１．地方税の誘発額の試算
約４２億円（県税：約１７億円、市町村税：約２５億円）

２．二地域居住による経済波及効果
約８８億円

（参考）和歌山県による調査

１．地方税の誘発額の試算
約４２億円（県税：約１７億円、市町村税：約２５億円）

２．二地域居住による経済波及効果
約８８億円

▽居住地が県外で、週のうち２日を和歌山県で過ごす
▽１０年間とし、その後県外に戻る
▽家計消費は、定住の場合の２／７
▽医療・介護サービスの提供はないものとする
▽住居は、賃貸するものとする

１４

（出典）各自治体資料をもとに、国土交通省国土計画局作成



2-7. 人口に対する自治体の新しい目標設定例

自治体名 新しい目標設定 設定の理由

１．岩手県 Ｕターン者１０年間で１万人
大都市圏に住む県内出身者約５万人のうち、地方出身
者の約２割が移住を望むとのニーズ調査から、１万人を
算出する。

２．広島県

安芸太田町

定住人口と町外からの通勤・通学・観光客の
増加を図ることで「毎日１万人が町内で活動」
すること

現在の定住人口８５００人から人口減少を考え、同規模
程度にするための目標として設定する。

３．鹿児島県

名瀬市

定住人口・半定住人口・交流人口を含め、

５万人

人口推計では、定住人口が平成２３年には３８，０００人
程度となることから、人口の定着と半定住人口・交流人
口の拡大を目指し設定する。

（出典）岩手県：記者発表資料（平成１８年７月）
広島県安芸太田町：安芸太田町長期総合計画（平成１８年３月）
鹿児島県名瀬市：名瀬市総合計画（平成１４年３月）
上記資料をもとに、国土交通省国土計画局作成
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（参考）

3-1. 三大都市圏、地方圏及び東京都における人口純移動

名古屋圏や関西圏への人口純移動は少なく、人口の純移動の大半は、東京圏と地方圏の純
移動で説明される。90年代半ば以降、東京圏への再集中傾向がみられる。

１６
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（転入超過数：万人）

（年）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
　(注)　上記の地域区分は以下の通り。
　　　　 東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県　　名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県、　関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

　　　　 三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏　　　地方圏：三大都市圏以外の地域

東京圏

名古屋圏

関西圏

地方圏

11.5万人

-11.5万人

-1.5万人

1.5万人

東京都

8.7万人



3-2. 東京圏への転入・転出と経済指標の相関

（出典） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「職業安定業務統計」

（注） 「有効求人倍率格差」及び「一人あたりの県民所得格差」は、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）における有効求人倍率及び一人あたり

の県民所得を、東京圏以外の地域における有効求人倍率及び一人あたりの県民所得でそれぞれ割ったもの。
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（年)
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3-3. 若年層の人口移動要因（大学進学）

東京圏への大学入学者のうち、東京圏以外の高校出身者数は１０万人弱で、横ばいで推移し
ている。

東京圏の大学への出身高校所在地別入学者数

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

総数

東京圏

東京圏以外

（人）

（年）

（出典）文部科学省「学校基本調査報告書（高等教育機関編）」をもとに、国土交通省国土計画局作成。
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3-4. 東京圏居住者に占める東京圏出生者の割合

40

50

60

70

80

90

100

0～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～

年齢

割
合

（
％

）

第3回
（1991年度）

第4回
（1996年度）

第5回
（2001年度） （単位：％）

0～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～

第3回
（1991年度） 90.5 86.7 73.0 72.9 58.5 50.5 54.6 53.3 48.1 60.7 63.7 57.2

対前回増減 -         -          -        -        -        -        -         -        -        -        -        -         
第4回

（1996年度） 91.2 83.4 77.7 72.1 63.7 64.9 56.2 54.3 53.7 56.6 64.7 59.0

対前回増減 0.7 ▲3.3 4.7 ▲0.8 5.2 14.4 1.6 1.0 5.6 ▲4.1 1.0 1.8
第5回

（2001年度） 92.9 86.1 78.1 72.3 72.5 67.2 62.7 59.3 53.2 53.9 53.2 55.8

対前回増減 1.7 2.7 0.4 0.2 8.8 2.3 6.5 5.0 ▲0.5 ▲2.7 ▲11.5 ▲3.2

年齢

調査回次

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「人口移動調査」をもとに、国土交通省国土計画局作成。

（注１）東京圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県をいう。

（注２）出生県不詳を除く。 １９



3-5. 国勢調査・社人研将来推計の公表予定

「日本の将来推計人口」は平成18年内に公表される見通し（前回推計は平成14年1月に公表）。
現在、新しい将来推計方法等について、社会保障審議会人口部会において調査審議がなさ
れている。

平成17年12月27日 2005年国勢調査　要計表による人口（市区町村別人口総数）

平成18年6月30日 2005年国勢調査　抽出速報集計（1％）（人口・世帯数・労働力等）

平成18年10月 2005年国勢調査　第１次基本集計（人口・世帯数）

平成18年 年内 日本の将来推計人口

平成19年１月 2005年国勢調査　第２次基本集計(労働力人口等）

平成19年3月 2005年国勢調査　従業地・通学地集計(従業地・通学者ベースの人口・就業者）

平成19年3月 都道府県別将来推計人口

平成20年10月 日本の世帯数の将来推計（全国）

平成20年12月 市区町村別将来推計人口

平成22年8月 日本の世帯数の将来推計（都道府県）

（注）平成19年3月「都道府県別将来推計人口」以下の社人研推計については、前回の公表時期から推測。
２０


